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東京経済圏の中規模オフィスビルへの重点投資

地方経済圏

14.7%

その他東京

経済圏
21.3%

都心5区
63.9%

10,000㎡以上
（5物件） 337億円

3,000㎡未満
（15物件） 296億円

3,000㎡以上
10,000㎡未満

（37物件）
1,265億円

【地方経済圏】宮城県
1物件 21億円

【地方経済圏】大阪府・京都府
5物件 163億円

【東京経済圏】千葉県
1物件 22億円

【東京経済圏】神奈川県
6物件 202億円

取得価格の総額
（東京経済圏）

取得価格の総額
（地方経済圏）

注：
1 都心5区とは、千代田区、中央区、港区、渋谷区、新宿区を指します。
2 40億円は2008年4月25日取得のKDX名古屋栄ビルの土地の取得価格です。
3 金額は億円未満を切り捨てて記載。比率は取得価格総額に対する当該分類毎の資産の取得価格の総額の

比率をいい、小数第2位以下を切り捨てて記載しています。

物件数
取得価格
（億円）

投資比率
（%）

東京経済圏 49 1,652 85.2

地方経済圏 9 286 14.7

総計 58 1,939 100.0

オフィスビルポートフォリオ 58物件 総額1,939億円

【東京経済圏】東京都八王子市
1物件 11億円

【地方経済圏】福岡県
1物件 49億円

【地方経済圏】新潟県
1物件 13億円

( 2009年4月末時点 ）

【地方経済圏】愛知県
1物件 40億円 ２

【東京経済圏】東京23区
41物件 1,415億円

都心5区1

34物件 1,239億円

その他18区
7物件 176億円

東京都

取得価格別の比率

2525～～7575億円が億円が 5577..77%%

延床面積別の比率

3,0003,000mm22～～10,00010,000mm22がが 6666..66%%

保有オフィスビルの特徴保有オフィスビルの特徴

100億円以上
（1物件）
102億円

75億円以上
100億円未満

（2物件）
174億円

25億円以上
50億円未満
（18物件）
639億円

10億円以上
25億円未満
（28物件）
524億円

50億円以上
75億円未満

（8物件）
 458億円

注：
1 金額は億円未満を切り捨てて記載しています。
2 上記はKDX名古屋栄ビルを除く57物件を対象としています。
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ポートフォリオ一覧（オフィスビル）
■保有資産（オフィスビル58物件）

注：
1 取得価格は、本投資法人が取得した各信託受益権等の売買金額のみを記載しています。
2 建築時期は、登記簿上の新築年月を記載しています。

合計欄には、2009年7月31日を基準として、取得価格で加重平均し、小数第2位以下を切り捨てた築年数を記載して
います。2009年7月31日現在で保有の全66物件についての取得価格で加重平均した築年数（2009年7月31日基準）
は18.7年です。

3 稼働率は、2009年7月31日現在における賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値であり、小数第2位を四捨
五入 して記載しています。2009年7月31日現在で保有の全66物件の平均稼働率は92.4％です。

（2009年7月31日現在）

用途 地域 物件番号 物件名称 所在地

取得価格

（百万円）
1

建築時期² 稼働率（%）³

A-14 KDX船橋ビル 千葉県船橋市 2,252 平成元年4月 100.0%

A-61 KDX浜松町第2ビル 東京都港区 2,200 平成4年 4月 100.0%

A-55 新都心丸善ビル 東京都新宿区 2,110 平成2年7月 64.3%

A-33 KDX御徒町ビル 東京都台東区 2,000 昭和63年6月 100.0%

A-57 KDX五番町ビル 東京都千代田区 1,951 平成12年8月 85.7%

A-8 神田木原ビル 東京都千代田区 1,950 平成5年5月 100.0%

A-23 KDX四谷ビル 東京都新宿区 1,950 平成元年10月 100.0%

A-59 KDX岩本町ビル 東京千代田区 1,864 平成20年3月 100.0%

A-9 KDX新宿御苑ビル 東京都新宿区 1,610 平成4年6月 100.0%

A-26 KDX木場ビル 東京都江東区 1,580 平成4年10月 100.0%

A-38 KDX西新宿ビル 東京都新宿区 1,500 平成4年10月 100.0%

A-31 KDX門前仲町ビル 東京都江東区 1,400 昭和61年9月 100.0%

A-52 KDX神田三崎町ビル 東京都千代田区 1,380 平成4年10月 100.0%

A-34 KDX本厚木ビル 神奈川県厚木市 1,305 平成7年5月 100.0%

A-35 KDX八王子ビル 東京都八王子市 1,155 昭和60年12月 85.6%

A-28 KDX乃木坂ビル 東京都港区 1,065 平成3年5月 100.0%

A-58 KDX名古屋栄ビル 愛知県名古屋市 7,550 平成21年4月 30.4%

A-12 ポルタス・センタービル 大阪府堺市 5,570 平成5年9月 87.9%

A-42 烏丸ビル 京都府京都市 5,400 昭和57年10月 88.6%

A-53 KDX博多南ビル 福岡県福岡市 4,900 昭和48年6月 95.1%

A-54 KDX北浜ビル 大阪府大阪市 2,220 平成6年7月 100.0%

A-44 KDX仙台ビル 宮城県仙台市 2,100 昭和59年2月 91.2%

A-24 KDX南船場第1ビル 大阪府大阪市 1,610 平成5年3月 96.9%

A-25 KDX南船場第2ビル 大阪府大阪市 1,560 平成5年9月 88.1%

A-36 KDX新潟ビル 新潟県新潟市 1,305 昭和58年7月 65.7%

197,461 平均20.0年 91.7%

オ
フ

ィ
ス
ビ
ル

東
京
経
済
圏

オフィスビル（58物件）合計

地
方
経
済
圏

用途 地域 物件番号 物件名称 所在地

取得価格

（百万円）1 建築時期² 稼働率（%）³

A-60 K DX晴海ビル 東京都中央区 10,250 平成20年2月 100.0%

A-40 虎ノ門東洋ビル 東京都港区 9,850 昭和37年8月 95.4%

A-46 飛栄九段北ビル 東京都千代田区 7,600 昭和63年3月 100.0%

A-37 K DX御茶ノ水ビル 東京都千代田区 6,400 昭和57年8月 100.0%

A-32 K DX芝大門ビル 東京都港区 6,090 昭和61年7月 86.1%

A-13 K DX麹町ビル 東京都千代田区 5,950 平成6年5月 86.7%

A-1 K DX日本橋313ビル 東京都中央区 5,940 昭和49年4月 100.0%

A-16 東伸24ビル 神奈川県横浜市 5,300 昭和59年9月 100.0%

A-2 K DX平河町ビル 東京都千代田区 5,180 昭和63年3月 100.0%

A-47 K DX新横浜381ビル 神奈川県横浜市 4,700 昭和63年3月 85.4%

A-17 恵比寿イースト438ビル 東京都渋谷区 4,640 平成4年1月 83.4%

A-3 東茅場町有楽ビル 東京都中央区 4,450 昭和62年1月 100.0%

A-39 K DX虎ノ門ビル 東京都港区 4,400 昭和63年4月 78.6%

A-30 K DX西五反田ビル 東京都品川区 4,200 平成4年11月 91.9%

A-48 K DX川崎駅前本町ビル 神奈川県川崎市 3,760 昭和60年2月 100.0%

A-4 K DX八丁堀ビル 東京都中央区 3,680 平成5年6月 93.1%

A-18 K DX大森ビル 東京都大田区 3,500 平成2年10月 94.5%

A-19 K DX浜松町ビル 東京都港区 3,460 平成11年9月 75.3%

A-45 K DX六本木228ビル 東京都港区 3,300 平成元年4月 61.1%

A-29 K DX東新宿ビル 東京都新宿区 2,950 平成2年1月 97.0%

A-20 K DX茅場町ビル 東京都中央区 2,780 昭和62年10月 100.0%

A-56 K DX神保町ビル 東京都千代田区 2,760 平成6年5月 100.0%

A-49 日総第17ビル 神奈川県横浜市 2,710 平成3年7月 100.0%

A-21 K DX新橋ビル 東京都港区 2,690 平成4年2月 100.0%

A-5 K DX中野坂上ビル 東京都中野区 2,533 平成4年8月 88.8%

A-22 K DX新横浜ビル 神奈川県横浜市 2,520 平成2年9月 93.1%

A-6 原宿FFビル 東京都渋谷区 2,450 昭和60年11月 100.0%

A-50 池尻大橋ビルディング 東京都目黒区 2,400 昭和63年9月 91.3%

A-27 K DX鍛冶町ビル 東京都千代田区 2,350 平成2年3月 88.4%

A-51 K DX浜町中ノ橋ビル 東京都中央区 2,310 昭和63年9月 100.0%

A-15 K DX浜町ビル 東京都中央区 2,300 平成5年9月 91.9%

A-41 K DX新宿286ビル 東京都新宿区 2,300 平成元年8月 100.0%

A-7 F IK南青山ビル 東京都港区 2,270 昭和63年11月 100.0%

東

京

経

済

圏

オ

フ

ィ
ス

ビ

ル
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■保有資産（住宅6物件）

注：
1 取得価格は、本投資法人が取得した各信託受益権等の売買金額のみを記載しています。
2 建築時期は、登記簿上の新築年月を記載しています。合計欄には、2009年7月31日を基準として、取得価格で加重平均し、

小数第2位以下を切り捨てた築年数を記載しています。
3 稼働率は、2009年7月31日現在における賃貸面積を賃貸可能面積で除して得られた数値であり、小数第2位を四捨五入して

記載しています。
4 B-4 アパートメンツ元麻布は2009年6月23日に売却しました。

ポートフォリオ一覧（ 都市型商業施設・住宅）
（2009年7月31日現在）■保有資産（都市型商業施設 2物件）

■第8期 売却資産（オフィスビル2物件）

用途 地域 物件番号 物件名称 所在地

取得価格

（百万円）¹ 建築時期² 稼働率（%）³

C-1 フレーム神南坂 東京都渋谷区 9,900 平成17年3月 93.6%

C-2 KDX代々木ビル 東京都渋谷区 2,479 平成3年8月 100.0%

12,379 平均7.0年 94.9%都市型商業施設（2物件）合計

都市型
商業
施設

東京
経済
圏

用途 地域 物件番号 物件名称 所在地

取得価格

（百万円）¹ 建築時期² 稼働率（%）³

B-19 レジデンスシャルマン月島 東京都中央区 5,353 平成16年1月 100.0%

B-3 コート目白 東京都新宿区 1,250 平成9年3月 90.2%

B-5 アパートメンツ若松河田 東京都新宿区 1,180 平成16年2月 97.8%

B-34 グラディート川口 埼玉県川口市 1,038 平成18年2月 100.0%

B-25 コート新御徒町 東京都台東区 878 平成17年10月 92.4%

地方
経済
圏

B-18 びなす ひばりが丘 北海道札幌市 1,800 平成元年3月 96.9%

11,499 平均8.2年 97.3%

東
京
経
済
圏

住
宅

住宅（6物件）合計

■第9期 売却資産（住宅2物件） 2009年8月27日時点

用途 地域 物件番号 物件名称 所在地
当初取得価格

（百万円）
売却価格
（百万円） 売却時期

東京
経済
圏

A-10 KDX小石川ビル 東京都文京区 704 670 平成21年4月

地方

経済
圏

A-43 KDX博多ビル 福岡県福岡市 2,350 2,000 平成21年4月

オ
フ

ィ
ス
ビ
ル

用途 地域 物件番号 物件名称 所在地
当初取得価格

（百万円）
売却価格
（百万円） 売却時期

B-4 アパートメンツ元麻布 東京都港区 1,210 1,052 平成21年6月

B-5 アパートメンツ若松河田 東京都新宿区 1,180 930 平成21年8月

東京
経済
圏

住
宅
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２．２．延床面積別棟数割合延床面積別棟数割合

３．東京都心３．東京都心55区における募集賃料及び空室率の推移区における募集賃料及び空室率の推移

１．１．従業員規模別事業所数（東京都）従業員規模別事業所数（東京都）
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オフィスビル市場環境（参考データ１）
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（％）募集賃料 空室率

1人から29人の事業所
数の割合：93.4％

中規模オフィスビルの
幅広いストック

500坪以上
3,000坪未満

28.6%

出所： 「平成18年東京都事業所･企業統計調査報告(速報）」
（東京都総務局統計部）を基に本資産運用会社作成

出所： 三鬼商事「東京（都心5区）の最新オフィスビル市況」（2009年5月）

出所： 本投資法人の依頼に基づくCBRE総研（2007年3月末日調査）「東京主要5区マクロマーケット調査」
注： 上記データは、東京都心5区に所在する賃貸オフィスビルのうち、CBRE総研が調査対象として捕捉

しているビルにおける割合であり、当該調査は必ずしも東京都心5区におけるすべての物件を網羅
するものではありません。

中規模オフィスビルの
潜在的なテナント層の厚さ

月次
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大型ビル

中型ビル

４．地域別の空室率の推移４．地域別の空室率の推移

２．東京および地方都市の不動産のキャップレート２．東京および地方都市の不動産のキャップレート

３．地域別の賃料水準の推移３．地域別の賃料水準の推移

１．東京１．東京2323区：大型ビル、中型ビルの賃料水準区：大型ビル、中型ビルの賃料水準
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オフィスビル市場環境（参考データ２）

注： 大型ビル： 延床面積が3,000坪以上のビル
中型ビル： 延床面積が1,000坪から3,000坪のビル

出所： CBRE総研のデータをもとにケネディクス㈱作成 （直近値は2009年3月）

注： 東京は都心5区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）の延床面積100坪以上を対象
出所： 三鬼商事のデータをもとにケネディクス㈱作成 （直近値は2009年4月）

注： 東京は都心5区（千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区）の延床面積100坪以上を対象
出所： 三鬼商事のデータをもとにケネディクス㈱作成 （直近値は2009年4月）

24.2千円
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6.8％

11.6％

14.2％

8.4％

6.3％
6.0％
5.7％

4.5％

注： 1.利回りはそれぞれの地域で築5年以内のＡクラスビルに対する直接還元法による投資家の期待利回り
2. 東京は丸の内・大手町地区の投資家期待利回りを使用

出所： 日本不動産研究所のデータをもとにケネディクス㈱作成 （2009年4月時点）
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第8期決算概要—損益計算書

その他の費用： 保険料、信託報酬等
その他の営業費用： 役員報酬、資産保管委託報酬、一般事務委託報酬、会計監査人報酬等

（※1）

（※2）

（※1）

-▲2,22812,17214,4001口当たり分配金

-▲281,0391,067営業外費用

・主に融資関連費用の低下▲419661,007うち支払利息等

・2物件売却▲26769物件数

・2物件売却による売却損492▲4462,4342,880当期純利益

-▲4783,4633,941営業利益

・2物件売却による売却損492
・リーシング費用、水道光熱費の減少
等

+3834,7404,357営業費用

・リーシング開始見込の遅れ
・水道光熱費収入の減少

▲948,2048,298営業収益

補足説明（修正予想と実績の差）
予想との

差異
実績予想（百万円）

■予実比較～第■予実比較～第88期の予想（期の予想（2008/12/112008/12/11時点）と実績比較時点）と実績比較■前期比較～■前期比較～2009/42009/4期（第期（第88期）と期）と202008/08/1010期（第期（第77期）比較期）比較

自2008/ 5/ 1 自2008/ 11/ 1

至2008/10/31 至2009/4/30 増減 主な増減要因

百万円 百万円 百万円

経 営   　  賃貸事業収入 7,111 7,232           121
常 業 賃料収入 5,847 5,985           138 第7期取得物件（2物件）の通期稼動

損 損 共益費収入 1,263 1,246         ▲17
益 益 　　その他賃貸事業収入 1,045 971         ▲74
の の 駐車場収入 250 241          ▲9
部 部 水道光熱費収入 668 559      ▲109 季節的変動による

その他収入 126 170            44 解約違約金等

不動産賃貸事業収益合計　A 8,156 8,204             48
不動産等売却益 299                   -       ▲299 第7期2物件売却

営業収益 8,456 8,204       ▲252
管理委託費 792 799              7
水道光熱費 611 578        ▲33 季節的変動による

公租公課 406 494            88 第6期取得物件固都税分増加等

修繕費 188 138        ▲50 全体的な工事量の減少による

その他（※１） 234 163        ▲71 リーシング費用等の減少

減価償却費 1,445 1,429        ▲16
不動産賃貸事業費用合計　B 3,678 3,603         ▲75

不動産賃貸事業損益（A－B） 4,477 4,600           123
減価償却前賃貸事業利益（NOI） 5,923 6,030           107

不動産等売却損 - 492           492 第8期2物件売却

資産運用報酬 442 434           ▲8
その他（※２） 190 210             20

営業費用 4,311 4,740           429
　　　営業利益 4,144 3,463       ▲681

営業外収益 14 11           ▲3
営 支払利息 689 745             56 利率の上昇

業 投資法人債利息 114 113           ▲1
外 融資関連費用 145 107         ▲38 第7期シローン手数料等

損 投資法人債発行費償却 5 5               -
益 投資口交付費償却 41 41               -
の 創立費償却 5 5               -
部 その他 32 21         ▲11 第7期控除対象外消費税等

営業外費用 1,034 1,039               5
経常利益 3,124 2,435       ▲689

税引前当期純利益 3,124 2,435      ▲689
法人税、住民税及び事業税等 0 0              -

当期純利益 3,123 2,434       ▲689
前期繰越利益 0 0              -
当期未処分利益 3,123 2,434      ▲689

当期（第8期）前期（第7期）
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第8期決算概要—貸借対照表及びキャッシュフロー計算書

♦ 有形固定資産：3,108百万円減少

（譲渡資産の当初取得価格3,054百万円）

♦ アップフロントフィーの増加

キャッシュフロー計算書キャッシュフロー計算書

♦ 現金及び預金：3,182百万円増加
（KDX小石川ビル、KDX博多ビル2物件譲渡による売却収入合計：2,670百万円）

金額（百万円） 比率 金額（百万円） 比率

流動資産 13,465 5.6 15,941 6.7

現金及び預金 6,799 9,981

資 信託現金及び信託預金 6,230 5,626

産 その他 435 333

の 固定資産 226,028 94.3 222,699 93.3

部 有形固定資産 225,510 221,895

建物等 10,571 10,590

土地 29,093 29,104

信託建物等 59,032 57,475

信託土地 126,813 124,725

無形固定資産 285 286

借地権 285 285

信託水道施設利用権                  - 1

投資その他の資産 232 517

差入敷金保証金 12 11

長期前払費用 213 498

繰延税金資産                  6                  6

繰延資産 155 0.1 103 0.2

創立費 15 10

投資法人債発行 51 45

投資口交付費 88 47

資 産 合 計 239,648 100.0 238,745 100.0

流動負債 26,151 10.9 21,273 8.9

営業未払金 407 304

負 短期借入金 24,000 19,000

債 未払金等 321 310

の 前受金 1,238 1,173

部 その他 184 484

固定負債 85,409 35.6 90,073 37.7

投資法人債 12,000 12,000

長期借入金 62,750 67,750

預り敷金保証金 1,515 1,536

信託預り敷金保証金 9,128 8,770

デリバティブ債務                16                16

  負債合計 111,561 46.6 111,346 46.6

純 出資総額　　　　　　　　　　 124,973 124,973

資 剰余金 3,123 2,434

産 繰延ヘッジ損益 ▲ 9 ▲ 10

純資産合計 128,087 53.4 127,398 53.4

負債純資産合計 239,648 100.0 238,745 100.0

前期（第7期）

2008年10月31日現在

当期（第8期）

2009年4月30日現在

金額（百万円） 金額（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー                9,279                6,961

投資活動によるキャッシュ・フロー           ▲14,377            ▲1,831

財務活動によるキャッシュ・フロー                5,659            ▲3,121

現金及び現金同等物の増減額                  561                2,007

現金及び現金同等物の期首残高              11,141              11,703

現金及び現金同等物の期末残高              11,703              13,711

当期（第8期）

2009年4月30日現在

前期（第7期）

2008年10月31日現在
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J-REIT市場・不動産市場等に関する諸制度について

再編2009/3/31（政府）導管性要件の改正（負ののれん発生益は配当可能利益から控除される） 2009/4施行租税特別措置法一部改正

再編2009/3/19国税庁「投資法人が共同で事業を営むための合併を行う場合の適格判定について」において金融
庁からの照会事項への回答

取引等に係る税務上の取
扱い等に関する照会

ファイナンス/
再編

2009/6/2（事務局：不動
産証券化協会）

「ワーキンググループ検討報告」においてJリートに関し以下諸点の考え方が示された。
①再編の必要性、②ガバナンス、③ファイナンスについて

「投資家に信頼される不動
産投資市場確立フォーラ
ム」（第5回）

全般2009/4/10（政府）「経済危機対策」に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議
・住宅・土地金融の円滑化（官民一体となったファンドの創設や日本政策投資銀行等による
J-REITへの資金供給の充実）

「経済危機対策」

全般2008/12/19（政府）金融市場・資金繰り対策；日本政策金融公庫の危機対応業務を活用した中堅・大企業の資
金繰り対策（経済対策閣僚会議） →＜2009年度予算 2009/3/27成立＞

「生活防衛のための緊急対
策」

全般2008/10/30（政府）金融・経済の安定強化 金融資本市場安定対策 （新たな経済対策に関する政府・与党会議、経
済対策閣僚会議） →＜2次補正予算2009/1/27成立＞

「生活対策」

ファイナンス2009/1/30日本政策金融
公庫

・ 危機対応業務の対象者 ：国際的な金融秩序の混乱により、一時的に業況又は資金繰り
の悪化を来している中堅企業等であって、中長期的に、その業況が回復し、かつ、その事業
が発展すること又はその資金繰りが改善し、かつ、経営が安定することが見込まれるもの

「危機対応円滑化業務実施
方針の変更について」

再編2009/1/30金融庁投資法人の合併に関する留意事項：合併交付金を交付する場合には、投信法第147条第１
項第２号に掲げる事項に、合併交付金の額等に関する事項が含まれる。

金融商品取引業者等向け
の総合的な監督指針

ファイナンス2008/12/11財務省株式会社日本政策金融公庫法第２２条第３項の規定に基づき、指定金融機関が危機対応
業務を行うことが必要と認定。

国際的な金融秩序の混乱
に関する事案を危機認定

ファイナンス2008/12/11日本政策投
資銀行

指定金融機関として金融危機対応融資業務を開始。 ※危機対応業務とは、日本政策金融
公庫法に基づき、内外の金融秩序の混乱、大規模災害等の危機発生時において、日本政
策金融公庫からの信用供与等を受け、政府が指定する金融機関(指定金融機関)が、危機
の被害に対処するために必要な資金を供給する業務。

「金融危機対応業務の実施
について」

ファイナンス2009/1/22日本銀行投資法人債等の適格担保化（ AA 格以上の投資法人債、証書貸付債権等）を、日銀資金供
給の適格担保とし、短期投資法人債をCP等の売戻条件付買入の対象とする。

「適格担保取扱基本要領」
の一部改正等について

国土交通省

公表者公表者

ファイナンス/
再編

2008/12/15日本政策金融公庫の危機対応円滑化業務を活用した、健全な事業を営む住宅・不動産事
業者等に対する資金繰り支援（Jリートの合併等のための環境整備等）

「住宅・不動産市場の活性
化のための緊急対策」

関連制度等の概要関連制度等の概要 公表日等公表日等 項目項目
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本資産運用会社の株主 （株主一部変更）及び本投資法人の仕組み

100%100%6,4506,450--合計合計

伊藤忠商事株式会社伊藤忠商事株式会社

ケネディクス株式会社ケネディクス株式会社

株主株主

1010％％645645東京都港区北青山二丁目東京都港区北青山二丁目55番番11号号

9090％％5,8055,805東京都港区新橋二丁目東京都港区新橋二丁目22番番99号号

住所住所
保有株式保有株式
数（株）数（株）

保有比保有比
率（％）率（％）

ケネディクス・リート・マネジメント株式会社の株主一部変更ケネディクス・リート・マネジメント株式会社の株主一部変更

変更後の株主構成

伊藤忠商事株式会社の概要

202,241202,241百万円百万円資 本 金資 本 金

総合商社総合商社主 な 事 業 内 容主 な 事 業 内 容

伊藤忠商事株式会社伊藤忠商事株式会社((東証一部上場）東証一部上場）会 社 名会 社 名

19491949年年1212月月設 立設 立

取締役社長取締役社長 小林栄三小林栄三代 表 者代 表 者

株主変更の概要

2008年12月11日

本資産運用会社の取締役会で
株式譲渡を承認

2008年12月19日

ケネディクス株式会社と伊藤忠
商事株式会社間で株式譲渡

ケネディクス株式会社ケネディクス株式会社

株主株主

100%100%6,4506,450東京都港区新橋二丁目東京都港区新橋二丁目22番番99号号

住所住所
保有株式保有株式
数（株）数（株）

保有比保有比
率（％）率（％）

変更前の株主構成

単独株主から複数株主へ

・本投資法人の今後の成長戦略をより

安定的かつ強固なものとする

・物件供給力を有するパートナーの参加

・単独株主体制から複数株主体制へ

株式譲渡の経緯・目的

本投資法人の仕組み本投資法人の仕組み

ケネディクス（株）
伊藤忠商事（株）

ケネディクス不動産投資法人

投資主総会
役員会

会計監査人

資産運用会社及びPM会社

ケネディクス・リート･マネジメント株式会社

出資

出資

資産運用委託

従業員 マネジメント

指図等

不動産等

資産運用会社の株主

建物管理会社、賃貸仲介会社等

投資家
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本資産運用会社の運用体制

運用ガイドライン等の作成

各所管部署

決議又は報告審査 審議及び決議

コンプライアンス
委員会

（含む外部委員注）

審議及び決議

運用委員会

利害関係者取引以外の取引で運用
ガイドライン本則による取引の承認

利害関係者との取引

資産取得：不動産鑑定士による鑑定評価額を超えての取得を禁止（ウェアハ
ウジングの場合を除く）

資産譲渡：不動産鑑定士による鑑定評価額未満での譲渡を禁止

取
締
役
会

決議

報告

利害関係者との取引の承認

運用ガイドラインの例外取引の承認コンプライアンス
・オフィサー

注： 2009年6月11日現在、外部委員は弁護士1名が就任しています。
2009年5月26日に上記意思決定フローに変更しました。

＜参考＞本資産運用会社の各種委員会・取締役会および＜参考＞本資産運用会社の各種委員会・取締役会および
本投資法人役員会の開催実績本投資法人役員会の開催実績

本資産運用会社の意思決定フロー本資産運用会社の意思決定フロー

利害関係取引規程利害関係取引規程 ＜参考＞本資産運用会社の報酬体系＜参考＞本資産運用会社の報酬体系

資産運用報酬

運用報酬Ⅰ： 総資産額の0.15％

運用報酬Ⅱ： 決算期毎の分配可能金額の3.0％

取得報酬 ： 取得価額の0.5％（利害関係者の場合0.25％）

譲渡報酬 ： 譲渡価額の0.5％を上限

プロパティ・マネジメント報酬

賃貸管理業務報酬：不動産収入の2％＋不動産営業収益（運営
経費控除後・減価償却費控除前）の２％

管理移管報酬： 購入価格/売却価格に応じた一定金額
（例：10-30億円→200万円、50-100億円→240万円）

工事監理報酬：工事金額に応じた金額
（例：100-500万円→5％、1000万円-１億円→45万円＋3％）
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資産運用会社組織図

株主総会

財務企画部

IR
グループ

財務経理
グループ

業務管理
グループ

業務管理部

監査役

コンプライアンス・オフィサー

コンプライアンス委員会運用委員会

取締役会

代表取締役
宮島 大祐

・投資主総会及び
役員会の運営

・総務・経理・人事

非常勤監査役

舩橋 晴雄、山﨑 健一

主要メンバー

宮島 大祐
代表取締役社長

田島 正彦
取締役 財務企画部長

舩橋 晴雄
非常勤監査役

上村 裕司
コンプライアンス・

オフィサー

♦ 大蔵省入省後、東京
税関長、国税庁次長、
証券取引等監視委員
会事務局長、国土庁
官房長等を歴任

♦ 現在ケネディクス（株）
監査役

♦ 三菱UFJ信託銀行（資本市場部
・ロスアンゼルス支店）を経てケ
ネディクスに入社、不動産投資
アドバイザリー部7年在籍

♦ ケネディクスより転籍し本投資
法人執行役員および本資産運
用会社代表取締役就任

♦ 中央三井信託銀行に12年間在籍
（業務企画部、証券部等）

♦ 住友生命保険ストラクチャード
ファイナンス部にて約4年の経験
を経てケネディクス（株）入社

♦ 新生銀行に約27年間在籍
♦ 新生銀行コンプライアンス統轄部

において8年間のコンプライアン
ス・オフィサーの経験を経て、ケネ
ディクス・リート・マネジメントへ

♦ アサヒ都市開発（株）、日本地所
（株）等を経てケネディクス入社

♦ ケネディクス・アドバイザーズ執
行役員REIT運用部長を経て、ケ
ネディクス・リート・マネジメントへ

資産管理部

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
グループ

資産管理
グループ

・資産の取得・処分

・不動産市場の
調査分析

・資産の運用

・資産運用評価・
リスク管理

資産運用
グループ

資産投資
グループ

投資運用部

・資産の賃貸借

・建物の管理

・工事の監理 ・IR活動

・監督官庁･関係諸
団体との折衝

・予算策定・決算・
ディスクロー
ジャー

・資金調達

大輪 正志
取締役 資産管理部長

♦ 中央三井信託銀行に約7年間在

籍（不動産営業部、不動産投資
顧問部、資産金融部等）

♦ シティトラスト信託を経て
ケネディクス（株）入社

♦ 不動産鑑定士小松 浩樹
投資運用部長
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注意事項

本資料は、情報の提供のみを目的として作成されたものであり、特定の商品についての投資の募集・勧誘・
営業等を目的としたものではありません。

本資料には、ケネディクス不動産投資法人（以下、「本投資法人」と言います）に関する記載の他、第三者が
公表するデータ・指標等をもとにケネディクス・リート・マネジメント株式会社（以下、「本資産運用会社」と言い
ます）が作成した図表・データ等が含まれています。また、これらに対する本資産運用会社の現時点での分
析・判断・その他見解に関する記載が含まれています。

本資産運用会社は、金融商品取引法に基づく金融商品取引業者です。

本資料の内容に関しては未監査であり、その内容の正確性及び確実性を保証するものではありません。ま
た、本資産運用会社の分析・判断等については、本資産運用会社の現在の見解を示したものであり、予告な
しにその内容が変更又は廃止される場合がありますので、あらかじめご了承ください。

第三者が公表するデータ・指標等の正確性について、本投資法人及び本資産運用会社は一切の責任を負
いかねます。

本資料の内容には、将来の予想や業績に関する記述が含まれていますが、これらの記述は本投資法人の
将来の業績、財務内容等を保証するものではありません。

今後、本資料の内容に重要な訂正があった場合は、本投資法人のホームページに訂正版を掲載する予定です。




